




























































概要-1 

 

概 要 

プロジェクト名 

NEDO プロジェクト名：次世代空モビリティの社会実装

に向けた実現プロジェクト 

METI 予算要求名称：次世代空モビリティの社会実装に

向けた実現プロジェクト 

プロジェクト番号 Ｐ２２００２ 

担当推進部/ 

プロジェクトマネー

ジャーまたは担当者 

及び METI 担当課 

＜プロジェクトマネージャー（PM）＞ 

森 理人     (2022 年 4 月～現在) 

＜プロジェクト担当者＞ 

田沼 浩行   (2022 年 4 月～現在) 

佐藤 憲二   (2022 年 4 月～現在) 

宮本 和彦   (2022 年 4 月～現在) 

若山 哲弥   (2022 年 4 月～2023 年 3 月) 

三浦 辰男   (2022 年 4 月～2023 年 3 月) 

岡村 茂則  (2022 年 4 月～2024 年 1 月) 

平山 紀之   (2022 年 6 月～現在) 

真野 真一郎 (2022 年 6 月～現在) 

西村 昌之   (2022 年 6 月～現在) 

前田 一秀   (2022 年 6 月～2023 年 3 月) 

大熊 正文   (2022 年 6 月～2023 年 3 月) 

小林 由加子 (2022 年 7 月～2023 年 1 月) 

重田 峻輔   (2022 年 7 月～2023 年 8 月) 

岩橋 真司   (2022 年 10 月～現在) 

安生 哲也   (2023 年 2 月～現在) 

田辺 和徳  (2023 年 4 月～2024 年 3 月) 

三浦 一人   (2023 年 4 月～現在) 

鈴木 善明   (2023 年 4 月～現在) 

高原 弘樹   (2023 年 6 月～現在) 

本多 宏至   (2023 年 9 月～現在) 

鈴木 雄希   (2024 年 4 月～現在) 

間瀬 智哉   (2024 年 5 月～現在) 

米原 孝太  (2024 年 6 月～現在) 

＜METI 担当課＞ 

製造産業局 航空機武器宇宙産業課 次世代空モビリティ政策室 

０．事業の概要 

労働力不足や物流量の増加に伴う業務効率化、コロナ禍を経て非接触化が求められる中、

次世代空モビリティによる省エネルギー化や人手を介さないヒト・モノの自由な移動が期待

されている。その実現には次世代空モビリティの安全性確保と、運航の自動・自律化による

効率的な運航の両立が求められる。本事業ではドローン・空飛ぶクルマの性能評価手法の開

発及び低高度空域を飛行するドローン・空飛ぶクルマ・既存航空機がより安全で効率的な飛

行を実現できる統合的な運航管理技術の開発を行うことで省エネルギー化と安全で効率的な

空の移動を実現する。 

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 
1.1 本事業の位置

付け・意義 

次世代空モビリティ（ドローン・空飛ぶクルマ）は、都市の渋滞を避けた通勤、通学や通

園、離島や山間部での新しい移動手段、災害時の救急搬送や迅速な物資輸送、小口輸送の増

加や積載率の低下等による効率化が求められる物流分野及び効果的、効率的な点検が求めら

れるインフラ点検分野などの構想として描かれ、様々な分野の関係者によって、機体開発や

運航管理・ルール作りなどの研究開発が続けられてきた。2020 年代に入り、ドローン・空飛

ぶクルマの実証実験が盛んに行われるようになり、次世代空モビリティの産業利用も広がり

始めてきた。 

一方で、次世代空モビリティをより社会実装するためには、電動化や自動化等の「技術開

発」、実証を通じた運航管理や耐空証明等の「インフラ・制度整備」、社会実装を担う「担

い手事業者の発掘」、国民の次世代空モビリティに対する理解度の向上いわゆる「社会受容

性向上」などの課題も解決していくことが求められる。 

2015 年にはドローンを対象とした「小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会」、

2018 年には空飛ぶクルマを対象とした「空の移動革命に向けた官民協議会」が発足し、社会

実装に向けて、官民が取り組んでいくべき技術開発や制度整備等について協議がなされてき

た。 
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「成長戦略等のフォローアップ（2023 年 6 月閣議決定）」では、ドローンに関して、2024 

年度までにドローンの型式認証ガイドラインを策定し、その取得を促すとともに、2025 年

度までにより安全で効率的な航行のために必要な運航管理システムの提供事業者の認定に係

る要件を定めることとされており、空飛ぶクルマに関しては、運航管理システム設計等に関

する運航管理技術の研究開発や福島ロボットテストフィールド等を活用した機体の安全性能

を評価する手法の実証等を行うこととされている。 

加えて、「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（2021 年 6 月）」にお

いても過疎地域等におけるドローン物流の実用化に向け、制度面の整備、技術開発及び社会

実装を推進することや、輸送部門では、クルマ、ドローン、航空機、鉄道が自動運行される

ことは、国民の利便性を高めるだけでなく、エネルギー需要の効率化にも資するとされてお

り、これらに資する取り組みが求められている。 

1.2 アウトカム達

成までの道筋 

ドローンの性能評価手法の開発により、第一種、第二種の型式や機体の認証が加速、市場

コミュニケーションの活性化、機体の多様化等、成果が民間ベースで活用されビジネスが活

性化する。 

空飛ぶクルマの性能評価手法の開発成果の標準化により試験手法が広く認知され、空飛ぶ

クルマの機体・装備品の開発が効率化され、量産化が進展する。 

ドローンの１対多運航を実現する適合性証明手法、機体・システムの要素技術開発によ

り、事例集を活用した事業主体の増加、１対 N 運行の N 数の増加等による収益性の向上が図

られる。 

運航管理技術の確立により、都市型航空交通管理が高度化し、低密度の空飛ぶクルマ運航

から中・高密度の空飛ぶクルマ運航へとスケールアップする。 

これらの進展とともに、官民協議会で示す環境整備等のロードマップの進展により、アウ

トカム達成につながる見込み。 

1.3 知的財産・標

準化戦略 

評価手法や UTM サービスプロバイダ認定要件案等は、標準化等を進め、開発過程におい

て、ノウハウ秘匿に該当しないような技術は、特許出願等をして知財化を進める。優位な市

場形成・拡大をする上で、効果的に権利化できていない技術や知財化したライセンス供与範

囲、それらを活用したビジネスモデルの検討をより深化させるため、2024 年度より、知財プ

ロデューサーを招き入れた知財戦略の検討を開始。 

２．目標及び達成状況 

 

2.1 アウトカム目

標及び達成見込

み 

低高度空域を飛行するドローン・空飛ぶクルマの性能評価手法の確立やより安全で効率的

な飛行を実現できる統合的な運航管理技術が実用化され、次世代空モビリティの社会実装が

実現することで、2035 年において約 840 万ｔの CO2 削減が期待される。また、2035 年に 

1 日あたりのドローンの飛行計画通報数 4,000 件を目標とし、ドローンの日常社会への浸

透に貢献、また、1 日あたりの空飛ぶクルマの旅客輸送便数 2,500 便を目標とし、空飛ぶ

クルマの旅客輸送サービスの実現を目指す。 

 本事業でリスクの高い運航に資する UTM 開発や型式認証取得支援に資する解説書、安全性

等を適切に評価する性能評価手法の開発を引き続き進めることで、ドローンの日常社会への

浸透が加速する。低高度空域の交通管理に係る UATM システム等の開発を本事業で引き続き

進めることで、空飛ぶクルマの旅客輸送サービスの実現がなされ、CO2 削減目標も達成され

る見込み。 

2.2 アウトプット

目標及び達成

状況 

次世代空モビリティの社会実装の実現に向けて、ドローン・空飛ぶクルマの性能評価手法

の開発及び低高度空域を飛行するドローン・空飛ぶクルマ・既存航空機がより安全で効率的

な飛行を実現できる統合的な運航管理技術を開発する。 

研究開発項目 アウトプット目標（中間） 
達成 

状況 

性能評価手法の

開発 

・ドローンの第一種機体認証を中心に機体・装備品や周辺技術

の性能を適切に評価し、証明する方法等の検証を行う。 

・耐空証明に必要な空飛ぶクルマの機体・装備品や周辺技術の

性能を適切に評価し、証明する方法等の検証を行う。 

・1 対多運航を実現する適合性証明手法のガイドラインを策定

する。 

・1 対多運航でカテゴリーⅡ飛行の実証例を実現する。 

◎ 

運航管理技術の

開発 

・低高度空域を飛行するドローン・空飛ぶクルマ・既存航空機

がより安全で効率的な飛行を実現できる運航管理のあり方につ

いて、アーキテクチャを構成する要素技術の開発・検証を実施

し、運航管理システム設計を完了する。 

・アドバイザリーベースの多層的な衝突回避技術を検証し、時

期毎の適用可能範囲を決定する。 

○ 
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３．マネジメント 

 3.1 実施体制 

プロジェクトマ

ネージャー 
森 理人 

プロジェクト

リーダー 
なし 

委託先 

研究開発項目① 

（１）ドローンの性能評価手法の開発 

委託先：（大）名古屋工業大学、（国研）日本原子力研究開発機構、

（学）新潟工科大学、（学）近畿大学、（国研）産業技術総合研究所、

（大）千葉大学、（大）東京大学、（大）長岡技術科学大学、（大）筑

波大学、Intent Exchange （株） 

再委託先：（株）Liberaware、（一財）日本海事協会、（大）会津大

学、（株）電通総研、（大）一橋大学、（国研）海上・港湾・航空技術

研究所 電子航法研究所、（共）情報・システム研究機構国立情報学研究

機構 

 

（２）空飛ぶクルマの性能評価手法の開発 

委託先：（大）信州大学、（株）デンソー、多摩川精機（株） 

再委託先：（公財）南信州・飯田産業センター、（公財）福島イノベー

ション・コースト構想推進機構 

 

（３）ドローンの１対多運航を実現する適合性証明手法の開発 

委託先：PwC コンサルティング（同） 

 

研究開発項目② 

委託先：（一財）先端ロボティクス財団、日本電気（株）、（国研）宇

宙航空研究開発機構、（株）NTT データ、KDDI（株）、Intent Exchange

（株）、日本航空（株）、オリックス（株） 

再委託先：（大）千葉大学、（共）情報・システム研究機構国立情報学

研究機構、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ（株）、テラド

ローン（株）、（国研）情報通信研究機構、（大）東京都立大学、

（大）東京工業大学、（大）東京大学、（国研）産業技術総合研究所 

助成先 

研究開発項目① 

（４）ドローンの 1 対多運航を実現する機体・システムの要素技術開発 

助成先：KDDI（株）、日本航空（株）、楽天グループ（株）、イームズ

ロボティクス（株） 

委託先：アルプスアルパイン（株）、（国研）産業技術総合研究所 

 

3.2 受益者負担の

考え方 

受益者負担の考え方 

【委託事業】 

研究開発項目①「性能評価手法の開発」（１）（２）（３） 

研究開発項目②「運航管理技術の開発」 

本研究開発は、「海外の政策動向の影響を大きく受けるために民間企業では事業化の成否

の判断が困難な場合において、民間企業が自主的に実施しない研究開発・実証研究」「法令

の執行又は国の政策の実施のために必要なデータ等を取得、分析及び提供することを目的と

した研究開発・実証研究」に該当するため、委託事業として実施する。 

【助成事業】 

研究開発項目①「性能評価手法の開発」（４） 

本研究開発は、実用化に向けて企業の積極的な関与により推進されるべき研究開発である

ため、助成事業として実施する（ＮＥＤＯ負担率：大企業 1/2 助成、中小・ベンチャー企業 

2/3 助成）。 

 

主な実施事項 2022fy 2023fy 2024fy 2025fy 2026fy 

研究開発項目① 

(1)～(3) 
委託 委託 委託 - - 

研究開発項目① 

(4) 

助成率

（1/2） 

助成率

（1/2） 

助成率

（1/2） 
- - 

研究開発項目② 委託 委託 委託 - - 
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 3.3 研究開発計画 

  

事業費推移 

[単位:百万円] 

 

主な実施事項 2022fy 2023fy 2024fy 2025fy 2026fy 総額 

研究開発項目①

(1)～(3) 
830 836  1,244  - - 2911 

研究開発項目① 

(4) 
187 256 213 - - 657 

研究開発項目② 1,816 1,821 1,844 - - 5,481 

調査研究 130 110 110 - - 350 

事業費 2022fy 2023fy 2024fy 2025fy 2026fy 総額 

うち会計（特

別） 
2,964 3,023 3,411 - - 9,398 

うち追加予算 0 483 0 - - 483 

総 NEDO 負担額 2,963 3,023 3,411 - - 9,398 

情勢変化への対

応 

「空の移動革命に向けた官民協議会」で示された「空飛ぶクルマの運用概念(ConOps for 

AAM)」における AAM 導入のフェーズと研究開発の対応を整理。 

2023 年度末のドローンの型式認証に係る通達・ガイドラインの改正等を踏まえ、事業成果

である、「無人航空機の(第二種機体の) 型式認証等の取得のためのガイドライン解説書」の

更新に着手。 

中間評価結果へ

の対応 

- 

評 価 に 関 す る 

事項 

事前評価 2022 年度実施  担当部 ロボット・AI 部 

中間評価 2024 年度 中間評価実施 

終了時評価 2027 年度 終了時評価実施予定 

別添 

 

投稿論文 「査読付き」6 件、「その他」2 件 

特 許 
「出願済」8 件、「登録」0 件、「実施」0 件（うち国際出願 1 件） 

特記事項： 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
特許論文等リスト参照 

基本計画に関する

事項 

作成時期 2022 年 4 月 作成 

変更履歴 

2023 年 2 月 使用する文言の修正。 

2024 年 3 月 使用する文言の修正。 

研究開発の目的に係る我が国、世界の取組状況等の更新。 
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